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第一章 序論 

 

1.1 研究の背景・論点 

 環境マネジメントシステム（EMS）の国際規格である ISO14001 を認証取得した組織数 

は,2006年 4月 20日現在で 1万 8557件に達した.このうち,国公私立大学の新規審査登録状

況は 44 件（財団法人 日本適合性認定協会調べ）である.2006 年 9 月時点での新規 ISO14001

認証取得大学数の推移を図 1-1 に示す. 

 これらの内の多くの大学は,教育研究機関という性格上,環境意識の高い人材の育成や,

環境教育・研究の促進,地域との連携,ボランティア活動への参加,等をプラスの環境側面と

捉え様々な取り組みが行われている.もちろん,紙・ごみ・電気省エネルギー推進について

も行われており,各大学や大学生協での個別事例等は明らかになっている.1）-6） 

 しかし, 先行研究では大学における ISO14001 の認証取得に向けた課題についての研究

7）はあるが,取り組み現在の大学全体の活動内容や継続的改善の是非について深く研究され

ているものはほとんどない. 
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         図 1-1 ISO14001 認証取得大学数の推移 

 

1.2 目的・意義 

本研究の目的は,第一に全国の ISO14001 認証取得大学における ISO14001 活動の現状・問

題点と審査に関する現状を明らかにする事である.第二に,各大学間における継続的改善に

関する問題点に対する認識の違いを明らかにする事である.第三に,各問題点に対する改善

方法・失敗事例・検討中事例から有効な解決策と今後注目すべき事例を明確にする事であ

る. 

 本研究の意義は以下の三点である. 
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①持続可能な社会の形成に貢献 

本研究によって日本全国の大学における ISO14001 活動を通じた環境活動の進展や,

環境意識の高い人材の更なる輩出に,貢献できると考える.これにより,持続可能な社

会の形成に貢献できると考える. 

②新たに EMS 構築する大学に向けて 

今後,ISO14001 認証取得を目指す大学は,本研究結果を参考に,EMS 構築並びにより充

実した環境活動を行う事ができると考える. 

③大学間の刺激 

他大学の現状や,改善策を知ることで,各大学が「現状で満足をしない」という刺激を

与える契機になると考える. 

 

1.3 研究方法 

財団法人 日本適合性認定協会の HP8）に掲載されている組織のうち,産業分類の登録分

野において「37.教育分野」で登録している ISO14001 認証取得大学（大学或いは短期大学）

は 43 大学あり,これらを研究対象とする.本研究の研究フロー図を図 1-2 に示す. 
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図 1-2 本研究のフロー図 

 

（1）インターネット・アンケート調査・環境報告書・全国大学生環境活動コンテスト 2006

の配布資料・ISO フォーラムの配布資料・ヒアリング結果を参考に,目的１である全

国の大学における環境に関する活動と審査の現状について明らかにする. 

 （2）アンケート結果考察を参考に,目的２である全国の大学が ISO14001 を継続させるに
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当たっての課題に対する認識を明確にする. 

 （3）アンケート結果考察を行った後,各大学の回答事例をより詳しく聞く為に追加調査・

ヒアリングを行い,目的３である「改善方法の成功事例や,失敗事例,検討中の事例を

まとめる.アンケート作成方法の詳細は第二章に記載する. 

 

1.4 本研究で用いる用語 

・ISO14001…国際標準化機構により 1996 年に制定された環境マネジメントシステ 

       ムの国際規格.組織の事業活動により発生する環境への影響を経営者 

       の責任のもと,方針・目標を定め,環境へのマイナス影響を低減して 

       いくための活動を行う.ISO9001 と同様に PDCA サイクルの考え方が導 

       入されているのが特徴である.方針は目標・計画になり,これに基づ 

       いて手順を実施・運用する.定期的な監査で遵守状況を確認し,経営 

       者に状況を報告するよう求められている.経営者はその結果に基づき, 

       方針・目標を見直す.9）  

・全国の大学…全国で ISO14001 認証取得している 4年制大学,短期大学 

・審査費用 …ISO14001 認証取得継続するための,審査にかかる費用 

・環境報告書…組織が行なう環境に関する活動を利害関係者に対して報告する活動 

    を意味する.パンフレットの形式で配布すると同時に,現在では, 

    Web サイトで公開し,ダウンロード可能な例が常態になってきている. 

    最近では,従来の環境報告書から「環境・社会報告書」という変化 

    を遂げており,環境以外にも社会への貢献,地域住民との交流等 

    企業の社会的責任について紙面を割く報告書が目立っている.10） 

・全国大学生環境活動コンテスト 

   …環境に関する様々な分野で活躍中の社会人・全国の学生・見学者による公

開選考を通じ,学生の環境活動を様々な観点から評価,表彰するコンテス

ト. 

・ISO フォーラム 

   …環境 ISO 学生委員会全国大会 2006 

・サークル …環境活動を行う学生サークル 

・ISO 学生委員会 

   …ISO14001 活動を継続させる上で必要な役割を学生が担う組織 

・システム …EMS（環境マネジメントシステム） 

・内部監査 …組織が自身の組織のマネジメントシステムが有効に運営されている 

    事を確認する手段.多くのマネジメントシステム規格では,規格要 

    求事項として義務付けられており,マネジメントシステムの基本原 

    則の中でも特に重要な事項の一つである.内部監査の目的には,日 
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    常手順の浸透を確認,手順のレベルアップ,業務効率化,従業員の 

    自覚向上などがある.内部監査に戦略的に取り組むことで,組織の 

    パフォーマンスチェック,改善につなげることができる.11） 

・JAB    …財団法人 日本適合性認定協会 

・規格   …ISO14001 規格 

・構成員  …ISO14001 に適用される対象者. 

・準構成員 …構成員ではないが,可能な範囲で ISO14001 活動に協力を要する対象者. 

（千葉大学の例）ISO14001 に適用される対象者ではないが,構成員と大きく関係を持つ対

象者.12) 

 

（明治大学の例）構成員に準じた形で実行可能な範囲内での環境保全活動に協力して貰

う方達 13) 

・維持管理項目  

      …削減や増加目標を掲げて取り組むのではなく,上限・下限目標を立てるなど

して現状の活動を維持し,管理する事. 

・廃止活動綱目 

      …かつては取り組んでいたが,何らかの理由により停止された活動 

 

1.5 論文の構成 

 第一章は本研究の背景と目的・意義,研究方法と本研究で用いる用語を,第二章はアンケ

ート調査と追加ヒアリング調査の方法を,第三章では文献や HP 調査・アンケート調査を行

い,全国の大学における環境に関する活動と審査費用の現状について述べる.第四章はアン

ケート結果を用いて活動の問題点の認識について述べる.第五章はアンケート調査と追加

ヒアリング調査を用いて活動の問題点に対する有効な改善方法と注目すべき今後の検討中

事例について述べる.第六章では結論と今後の課題について述べる. 
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